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(57)【要約】
本発明のワーク移載装置は、間欠的に送り駆動される搬
送機構としての回転テーブル（２０）と一体的に回転し
得ると共にワークを保持し得る保持ユニット（１００）
、保持ユニットに保持されたワークを処理テーブル（３
０）上に移載するべく保持ユニットを下降駆動しかつ処
理テーブル上に保持されたワークを保持ユニット上に移
載するべく保持ユニットを上昇駆動する昇降駆動ユニッ
ト（２００）、保持ユニット上に保持されたワークを固
定しかつ処理テーブル上に移載する際にその固定を解除
し得る固定ユニット（３００）を含む。これによれば、
保持ユニットの昇降動作及び固定ユニットの固定及び解
除動作だけで、ワークを保持ユニットから処理テーブル
上に移載し、又、処理が済んだワークを処理テーブル上
から持ち上げて保持ユニット上に移載することができる
ため、構造の簡素化、装置の小型化、移載に要する時間
の短縮化等を達成することができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　搬送機構により所定の搬送方向に間欠的に搬送されるワークを、前記搬送方向に沿って
配置された処理テーブル上に移載し得るワーク移載装置であって、
　前記搬送機構に取り付けられると共にワークを保持し得る保持ユニットと、
　前記保持ユニットに保持されたワークを前記処理テーブル上に移載するべく前記保持ユ
ニットを下降駆動しかつ前記処理テーブル上に保持されたワークを前記保持ユニット上に
移載するべく前記保持ユニットを上昇駆動する昇降駆動ユニットと、
　前記保持ユニットに保持されたワークを固定しかつ前記処理テーブル上にワークを移載
する際にワークの固定を解除し得る固定ユニットと、
を含む、ワーク移載装置。
【請求項２】
　前記搬送機構は、間欠的に回転駆動される回転テーブルを含み、
　前記処理テーブルは、前記回転テーブルの周りに配置され、
　前記保持ユニットは、前記回転テーブルの周方向に配列して設けられた複数の保持ユニ
ットからなり、
　前記昇降駆動ユニット及び固定ユニットは、前記複数の保持ユニットにそれぞれ対応し
て設けられている、
ことを特徴とする請求の範囲第１項に記載のワーク移載装置。
【請求項３】
　前記搬送機構は、所定の軌道に沿って間欠的に送り駆動されるコンベアユニットを含み
、
　前記処理テーブルは、前記コンベアユニットの一側部に沿うように配置され、
　前記保持ユニットは、前記コンベアユニットの一側部に沿って配列して設けられた複数
の保持ユニットからなり、
　前記昇降駆動ユニット及び固定ユニットは、前記複数の保持ユニットにそれぞれ対応し
て設けられている、
ことを特徴とする請求の範囲第１項に記載のワーク移載装置。
【請求項４】
　前記保持ユニットは、前記搬送機構に対して昇降自在に支持された昇降フレームと、ワ
ークを保持し得る保持部及び前記処理テーブルの通過を許容する開口部を有するように形
成された保持フレームとを含む、
ことを特徴とする請求の範囲第１項ないし第３項いずれか一つに記載のワーク移載装置。
【請求項５】
　前記保持フレームは、前記昇降フレームに対して着脱自在に形成されている、
ことを特徴とする請求の範囲第４項に記載のワーク移載装置。
【請求項６】
　前記昇降駆動ユニットは、前記搬送機構に固定されて前記昇降フレームを昇降自在にガ
イドするガイドレールと、前記搬送機構内に配置されて前記昇降フレームを昇降させる駆
動力を及ぼす駆動機構とを含む、
ことを特徴とする請求の範囲第１項ないし第５項いずれか一つに記載のワーク移載装置。
【請求項７】
　前記固定ユニットは、ワークに対して当接及び離脱し得るように移動自在に支持された
当接部材と、前記保持ユニットの上昇動作に連動して前記当接部材をワークに押し付けか
つ前記保持ユニットの下降動作に連動して前記当接部材の押し付けを解除する連動機構と
を含む、
ことを特徴とする請求の範囲第１項ないし第６項いずれか一つに記載のワーク移載装置。
【請求項８】
　前記連動機構は、前記当接部材をワークから離脱させる方向に付勢する付勢部材と、前
記当接部材をワークに押し付ける押付方向及びその押し付けを解除する解除方向に移動自
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在に支持された押付部材と、前記搬送機構に固定されると共に前記保持ユニットの上昇動
作に連動して前記押付部材を前記押付方向に移動させかつ前記保持ユニットの下降動作に
連動して前記押付部材を前記解除方向に移動させるカム作用を及ぼすカム部材とを含む、
ことを特徴とする請求の範囲第７項に記載のワーク移載装置。
【請求項９】
　前記当接部材及び付勢部材は、前記保持フレームに支持され、
　前記押付部材は、前記昇降フレームに支持されている、
ことを特徴とする請求の範囲第８項に記載のワーク移載装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、機械部品あるいは電子部品等のワークを昇降させて移載するワーク移載装置
に関し、特に、回転テーブル等の搬送機構によりステップ的に搬送されるワークを所定の
処理エリアに配置された処理テーブル上に移載し得るワーク移載装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来のワーク移載装置としては、ワーク（チップ部品）を収容する複数の凹部を周縁領
域に有し所定の角度刻みで回転駆動される回転テーブル、回転テーブルに隣接して配置さ
れるキャリアテープ、キャリアテープ及び回転テーブルの上方に片持ち梁状に配置され吸
着ヘッドを上下方向に移動させるアクチュエータ等を備え、アクチュエータにより吸着ヘ
ッドを移動させつつ、吸着ヘッドでワークを吸着して、回転テーブルからキャリアテープ
上にワークを移載するものが知られている（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
　また、他のワーク移載装置としては、ワーク（チップ）を吸着して保持する複数の吸着
ホルダを周縁領域に有し所定の角度刻みで回転駆動される回転テーブル、回転テーブルが
所定の角度位置に停止した状態で、吸着ホルダに対向するように配置されたチップ台、チ
ップ台を昇降駆動させる昇降装置等を備え、昇降装置によりチップ台を昇降駆動すると共
に回転テーブルを適宜回転駆動することにより、チップ台上のワークを吸着ホルダで吸着
保持して、所定のエリアに移載するものが知られている（例えば、特許文献２参照）。
【０００４】
　しかしながら、これらの装置においては、ワークを吸着して持ち上げつつ移載するため
、ワークが電子部品（チップ）のように小物でかつ軽量物の場合は問題ないが、機械部品
のような大物でかつ重量物のワークを移載する場合には、吸着して所定位置に保持するの
が困難になる。
【０００５】
　一方、従来のインデックス式の生産装置としては、ワークを担持し得ると共に所定の角
度刻みで回転駆動される複数の回転テーブル（インデックステーブル）、複数の回転テー
ブルにそれぞれ隣接して配置されて所定の作業を施す作業ユニット、隣接する回転テーブ
ルの間に配置されてワークを把持するチャックを有する複数の回転アーム等を備え、所定
の作業が済んだワークを把持して回転テーブルから回転テーブルに順次に移載するものが
知られている（例えば、特許文献３参照）。
【０００６】
　しかしながら、この装置においては、それぞれ作業ユニットにより作業が回転テーブル
上で行われるため、荷重を加えるような作業（加圧、圧入等）を行う場合は、その荷重に
耐え得るように回転テーブルを頑丈に形成する必要がある。また、ワークの移載動作は、
昇降→回転→昇降という動作を要する回転アームにより行われるため円滑に行うことがで
きず、又、ワークが重量物の場合は回転アームを頑丈に形成する必要があり、装置の大型
化、高コスト化等を招くことになる。
【０００７】
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【特許文献１】特開２００４－１８０５４号公報
【特許文献２】特開平１０－４１３２号公報
【特許文献３】特開２００６－３４７７１７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、上記従来技術の事情に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは
、構造の簡素化、装置の小型化、低コスト化、移載に要する時間の短縮化等を図りつつ、
機械部品あるいは電子部品等のワークを昇降させて移載するワーク移載装置に関し、特に
、回転テーブルにより所定の角度刻みで搬送されるワークを、所定の処理エリアに配置さ
れた処理テーブル上に移載し又処理が済んだワークを処理テーブルから回転テーブル側に
移載し得るワーク移載装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成する本発明のワーク移載装置は、搬送機構により所定の搬送方向に間欠
的に搬送されるワークを、搬送方向に沿って配置された処理テーブル上に移載し得るワー
ク移載装置であって、搬送機構に取り付けられると共にワークを保持し得る保持ユニット
と、保持ユニットに保持されたワークを処理テーブル上に移載するべく保持ユニットを下
降駆動しかつ処理テーブル上に保持されたワークを保持ユニット上に移載するべく保持ユ
ニットを上昇駆動する昇降駆動ユニットと、保持ユニット上に保持されたワークを固定し
かつ処理テーブル上に移載する際にその固定を解除し得る固定ユニットと、を含む。
　この構成によれば、ワークが保持ユニットに保持された状態で、ワークは固定ユニット
により固定されて保持ユニット上の所定の保持位置に固定（移動しないように保持）され
ている。そして、搬送機構が間欠的に搬送動作を行って所定位置に停止すると、昇降駆動
ユニットにより保持ユニットが下降駆動され、ワークは、固定ユニットによる固定が解除
されて処理テーブル上に移載され、又、処理が終了すると、保持ユニットが上昇駆動され
て、ワークは処理テーブルから持ち上げて保持ユニット上に保持されると共に固定ユニッ
トにより所定の保持位置に固定（移動しないように保持）される。
　このように、保持ユニットの昇降動作及び固定ユニットの固定及び解除動作だけで、ワ
ークを保持ユニットから処理テーブル上に移載し、又、処理が済んだワークを処理テーブ
ル上から持ち上げて保持ユニット上に移載することができるため、構造の簡素化、装置の
小型化、移載に要する時間の短縮化等を達成することができる。また、搬送機構とは別個
に設けられた処理テーブル上でワークに所定の処理を施すことができるため、搬送機構上
で処理を施す場合に比べて搬送機構を簡素化できる。
【００１０】
　上記構成において、搬送機構は、間欠的に回転駆動される回転テーブルを含み、処理テ
ーブルは、回転テーブルの周りに配置され、保持ユニットは、回転テーブルの周方向に配
列して設けられた複数の保持ユニットからなり、昇降駆動ユニット及び固定ユニットは、
複数の保持ユニットにそれぞれ対応して設けられている、構成を採用することができる。
　この構成によれば、回転テーブルの周りに複数の処理テーブルが配置される状態で、回
転テーブルを所定の角度刻みで回転駆動し、又、保持ユニットを昇降駆動すると共に固定
ユニットによるワークの固定動作及びその解除動作を行うことで、複数のワークに対して
複数の処理を施すことができる。
【００１１】
　上記構成において、搬送機構は、所定の軌道に沿って間欠的に送り駆動されるコンベア
ユニットを含み、処理テーブルは、コンベアユニットの一側部に沿うように配置され、保
持ユニットは、コンベアユニットの一側部に沿って配列して設けられた複数の保持ユニッ
トからなり、昇降駆動ユニット及び固定ユニットは、複数の保持ユニットにそれぞれ対応
して設けられている、構成を採用することができる。
　この構成によれば、コンベアユニットに沿って複数の処理テーブルが配置される状態で
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、コンベアユニットを所定の送り量で送り駆動し、又、保持ユニットを昇降駆動すると共
に固定ユニットによるワークの固定動作及びその解除動作を行うことで、複数のワークに
対して複数の処理を施すことができる。
【００１２】
　上記構成において、保持ユニットは、搬送機構に対して昇降自在に支持された昇降フレ
ームと、ワークを保持し得る保持部及び処理テーブルの通過を許容する開口部を有するよ
うに形成された保持フレームとを含む、構成を採用することができる。
　この構成によれば、搬送機構に隣接して配置された処理テーブルに対して、保持ユニッ
トとの間でワークの受け渡し及び受け取りを行うことができ、又、搬送機構に対して昇降
フレームが下降すると、保持フレームの保持部に保持されたワークが処理テーブルの上面
に接触し、さらに昇降フレームが下降すると、処理テーブルが保持フレームの開口部を通
してワークを保持部から離脱させるように持ち上げて、処理テーブル上への移載が完了す
る。このように、保持フレームと処理テーブルとの相対的な移動のみにより、ワークを移
載することができるため、構造をより一層簡素化することができ、又、移載に要する時間
をより一層短縮化することができる。
【００１３】
　上記構成において、保持フレームは、昇降フレームに対して着脱自在に形成されている
、構成を採用することができる。
　この構成によれば、ワークの種類（大きさ、輪郭等の異なるワーク）に応じた保持フレ
ームと交換することで、種々のワークを取り扱うことができ、又、昇降フレームを兼用し
て保持フレームのみ交換すればよいため、交換作業も簡単に行うことができる。
【００１４】
　上記構成において、昇降駆動ユニットは、搬送機構に固定されて昇降フレームを昇降自
在にガイドするガイドレールと、搬送機構内に配置されて昇降フレームを昇降させる駆動
力を及ぼす駆動機構とを含む、構成を採用することができる。
　この構成によれば、保持ユニット（の昇降フレーム）がガイドレールに沿って昇降自在
にガイドされる際に、駆動力を及ぼす駆動機構が搬送機構の内部に配置されているため、
保持ユニット（昇降フレーム及び保持フレーム）の昇降動作に対して障害となるものを昇
降領域から排除することができ、それ故に、駆動機構等との干渉を確実に防止して、円滑
な昇降動作を保証することができる。
【００１５】
　上記構成において、固定ユニットは、ワークに対して当接及び離脱し得るように移動自
在に支持された当接部材と、保持ユニットの上昇動作に連動して当接部材をワークに押し
付けかつ保持ユニットの下降動作に連動して当接部材の押し付けを解除する連動機構とを
含む、構成を採用することができる。
　この構成によれば、保持ユニットの昇降動作に連動する連動機構により、当接部材によ
るワークの押し付けとその解除が行われるため、特別な検出手段を採用することなく、構
造の簡素化を達成しつつ、ワークの押し付けと解除のタイミングを所定のタイミングで高
精度に設定することができる。
【００１６】
　上記構成において、連動機構は、当接部材をワークから離脱させる方向に付勢する付勢
部材と、当接部材をワークに押し付ける押付方向及びその押し付けを解除する解除方向に
移動自在に支持された押付部材と、搬送機構に固定されると共に保持ユニットの上昇動作
に連動して押付部材を押付方向に移動させかつ保持ユニットの下降動作に連動して押付部
材を解除方向に移動させるカム作用を及ぼすカム部材とを含む、構成を採用することがで
きる。
　この構成によれば、保持ユニットの昇降動作により、カム部材が押付部材にカム作用を
及ぼすことで、押付部材が当接部材を押し付けてワークを固定し又押付部材が当接部材の
押し付けを解除してワークを解放することができ、特別な検出手段を採用することなく、
構造の簡素化を達成しつつ、ワークの押し付けと解除のタイミングを所定のタイミングで
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高精度に設定することができる。
【００１７】
　上記構成において、当接部材及び付勢部材は保持フレームに支持され、押付部材は昇降
フレームに支持されている、構成を採用することができる。
　この構成によれば、当接部材及び付勢部材が保持フレームに支持されるため、ワークの
種類に応じて保持フレームを用意する場合に、ワークに応じた最適な形状の当接部材を採
用することができる。
【発明の効果】
【００１８】
　上記構成をなすワーク移載装置によれば、構造の簡素化、装置の小型化、低コスト化、
移載に要する時間の短縮化等を達成しつつ、機械部品あるいは電子部品等のワークを昇降
させて移載することができ、特に、搬送機構により間欠的に搬送されるワークを、搬送方
向に沿って配置された処理テーブル上に移載して所定の処理を施した後、再び処理テーブ
ルから保持ユニット上に移載して、次の処理エリア（処理テーブル）に搬送することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明に係るワーク移載装置を備えた処理システムの一実施形態を示す模式図で
ある。
【図２】本発明に係るワーク移載装置を備えた処理システムの一実施形態を示す側面図で
ある。
【図３】本発明に係るワーク移載装置の一実施形態を示す側面図である。
【図４】本発明に係るワーク移載装置の一実施形態を示す正面図である。
【図５】本発明に係るワーク移載装置の一実施形態を示す平面図である。
【図６】本発明に係るワーク移載装置の一実施形態を示す分解斜視図である。
【図７】ワーク移載装置の一部をなす昇降フレーム及び保持フレームを示す部分平面図で
ある。
【図８Ａ】ワーク移載装置の一部をなす昇降フレーム及び保持フレームを示す部分側面図
である。
【図８Ｂ】ワーク移載装置の一部をなす昇降フレーム及び保持フレームを示す部分断面図
である。
【図９Ａ】ワーク移載装置の保持ユニットがワークを保持した状態を示す側面図である。
【図９Ｂ】ワーク移載装置の保持ユニットがワークを処理テーブルに移載した状態を示す
側面図である。
【図１０Ａ】本発明に係るワーク移載装置を備えた処理システムの他の実施形態を示す模
式図である。
【図１０Ｂ】本発明に係るワーク移載装置を備えた処理システムのさらに他の実施形態を
示す模式図である。
【符号の説明】
【００２０】
Ｗ　ワーク
Ａ１，Ａ２，Ａ３，Ａ４，Ａ５，Ａ６　処理エリア
１０　ベース
２０　回転テーブル（搬送機構）
２１　回転軸
２２　モータ
２３　上盤
２４　側壁
２４ａ　スリット
３０　処理テーブル
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３１　載置部
３２　脚部
３３　ベース部
４０　搬出ライン
Ｍ　ワーク移載装置
１００　保持ユニット
１１０　昇降フレーム
１１１　スライダ部
１１１ａ　被ガイド部
１１１ｂ　開口部
１１２　ホルダ部
１１２ａ　開口部
１１２ｂ　長孔
１１２ｃ　スリット
１１２ｄ　位置決めピン
１１２ｅ　保持部
１１３　連結機構
１１３ａ　ロッド
１１３ｂ　付勢部
Ｒ１，Ｒ２　リング部材
Ｓ１，Ｓ２　スプリング
１１３ｃ　アーム部
１２０　保持フレーム
１２１　保持部
１２２　開口部
１２３　スリット
１２４　長孔
１２５　嵌合穴
２００　昇降駆動ユニット
２１０　ガイドレール
２２０　ボールねじ（駆動機構）
２３０　モータ（駆動機構）
２４０　ナット部材（駆動機構）
３００　固定ユニット
３１０　当接部材
３２０　付勢部材（連動機構）
３３０　押付部材（連動機構）
３３１　押付ピン
３３２　フォロワピン
３４０　カム部材（連動機構）
３４１　下端部
３４２　上端部
３４３　カム溝
４００，４００´　コンベアユニット（搬送機構）
４０１，４０１´　軌道
４０２，４０２´　可動コンベア
４０３　垂下フレーム
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　以下、本発明の最良の実施形態について添付図面を参照しつつ説明する。尚、この実施
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形態においては、本発明のワーク移載装置が、回転テーブルを含む処理システムに適用さ
れた場合について説明する。
　この処理システムは、図１に示すように、略矩形をなすベース１０、ベース１０上に配
置された略六角柱の形状をなす搬送機構としての回転テーブル２０、回転テーブル２０の
周方向に等間隔で配置されて回転テーブル２０に設けられた６個のワーク移載装置Ｍ、６
個のワーク移載装置Ｍに対応するように回転テーブル２０の周りに環状に配列された６箇
所の処理エリアＡ１～Ａ６、各々の処理エリアＡ１～Ａ６内に配置された６個の処理テー
ブル３０、各々の処理エリアＡ１～Ａ６に配置された複数の処理ユニット（不図示）、全
ての処理が済んだワークＷを搬出する搬出ライン４０等を備えている。
【００２２】
　回転テーブル２０は、図２に示すように、上下方向Ｚに伸長する軸線Ｌをもつ回転軸２
１、回転軸２１を所定の角度刻みで回転駆動するモータ２２、回転軸２１と一体的に回転
するように形成された上盤２３及び側壁２４等を備えている。上盤２３及び側壁２４は、
全体として略六角柱の外輪郭を画定するように形成されている。
　そして、側壁２４には、回転テーブル２０の周方向に等間隔で配置されるように、６個
のワーク移載装置Ｍが設けられている。
　すなわち、回転テーブル２０は、６個のワーク移載装置Ｍを一体的に備えて、軸線Ｌ回
りに所定の角度（ここでは、略６０度）刻みで回転駆動されるようになっている。
【００２３】
　処理テーブル３０は、図２及び図３に示すように、所定の外径をなす円柱状に形成され
てワークＷを載置し得る載置部３１、載置部３１を所定の高さ位置に保持する脚部３２、
脚部３２を支持するベース部３３等を備えている。
　載置部３１は、後述する保持フレーム１２０の開口部１２２を通過し得る形状に形成さ
れている。ここでは、載置部３１は、円形断面をなすように形成されているが、ワークＷ
の輪郭が矩形であれば、それに合わせて矩形断面をなすように形成される。
　尚、処理テーブル３０は、必要に応じて、水平方向に移動可能に又載置部３１が回転可
能に形成されていてもよい。
【００２４】
　ワーク移載装置Ｍは、図３ないし図５に示すように、回転テーブル２０の側壁２４に設
けられてワークＷを保持し得る保持ユニット１００、保持ユニット１００を昇降駆動する
昇降駆動ユニット２００、保持ユニット１００上に保持されたワークＷを固定しかつ処理
テーブル３０（の載置部３１）上に移載する際にその固定を解除し得る固定ユニット３０
０等を備えている。
【００２５】
　保持ユニット１００は、図３ないし図６に示すように、回転テーブル２０の側壁２４に
対して昇降自在に支持された昇降フレーム１１０、昇降フレーム１１０に対して着脱自在
に形成された保持フレーム１２０等を備えている。
【００２６】
　昇降フレーム１１０は、図３及び図６に示すように、断面が略Ｌ字状に屈曲するように
形成されており、後述するガイドレール２１０にガイドされるスライダ部１１１、スライ
ダ部１１１の上端から水平方向に屈曲して形成されると共に保持フレーム１２０を連結し
て保持する平板状のホルダ部１１２、ホルダ部１１２に設けられた２つの連結機構１１３
等を備えている。
　スライダ部１１１は、図３ないし図６に示すように、後述するガイドレール２１０に対
して移動自在に嵌合される２つの被ガイド部１１１ａ、２つの被ガイド部１１１ａに挟ま
れる領域に形成された略矩形の開口部１１１ｂ等を有する。
　ホルダ部１１２は、図３ないし図７に示すように、後述するカム部材３４０を通す略矩
形の開口部１１２ａ、後述する押付部材３３０の押付ピン３３１を通す長孔１１２ｂ、連
結機構１１３の後述するロッド１１３ａを通す２つのスリット１１２ｃ、保持フレーム１
２０を位置決めする２つの位置決めピン１１２ｄ、後述する押付部材３３０を保持する保
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持部１１２ｅ等を有する。
【００２７】
　連結機構１１３は、図３ないし図７、図８に示すように、スリット１１２ｃ内に入り込
むように揺動自在に支持されたロッド１１３ａ、ロッド１１３ａに対して移動自在に嵌合
された付勢部１１３ｂ、ロッド１１３ａの上端において回動自在に連結され付勢部１１３
ｂをカム作用により押圧し得るカム部１１３ｃ´をもつアーム部１１３ｃを備えている。
　付勢部１１３ｂは、図８Ａ及び図８Ｂに示すように、ロッド１１３ａの揺動支点側から
順にロッド１１３ａの外周に組付けられたスプリングＳ１、スプリングＳ１の付勢力に抗
しつつ保持フレーム１２０に当接し得るリング部材Ｒ１、スプリングＳ２、スプリングＳ
２により付勢されてアーム部１１３ｃのカム部１１３ｃ´に当接するリング部材Ｒ２のう
ち、リング部材Ｒ１、スプリングＳ２、リング部材Ｒ２により構成されている。
【００２８】
　保持フレーム１２０は、図３、図５ないし図７に示すように、ワークＷを保持し得る環
状の保持部１２１、保持部１２１の内側に形成されて処理テーブル３０の載置部３１が通
過するのを許容する円形の開口部１２２、ロッド１１３ａが入り込むのを許容する２つの
スリット１２３、押付部材３３０の押付ピン３３１を通す長孔１２４、位置決めピン１１
２ｄを嵌合させる２つの嵌合穴１２５等を有する。
　また、保持フレーム１２０には、後述する固定ユニット３００の当接部材３１０及び付
勢部材３２０が設けられている。
【００２９】
　ここで、保持フレーム１２０を昇降フレーム１１０に連結する手順について説明すると
、図６に示すように、ワークＷに応じた保持フレーム１２０を準備し、図８Ｂの二点鎖線
で示すように、連結機構１１３のロッド１１３ａをスリット１１２ｃの外側に外した状態
で、押付部材３３０の押付ピン３３１を長孔１２４に通すと共に位置決めピン１１２ｄを
嵌合穴１２５に嵌め込むようにして、保持フレーム１２０を昇降フレーム１１０のホルダ
部１１２に接合する。
　その後、図８Ａ及び図８Ｂの実線で示すように、ロッド１１３ａをスリット１１２ｃ，
１２３に嵌め込むように上向きに移動させた後、アーム部１１３ｃを所定の角度位置まで
回転させ、アーム部１１３ｃ（のカム部１１３ｃ´）のカム作用により付勢部１１３ｂ（
リング部材Ｒ１，Ｒ２）をそれぞれ下側に押圧する。これにより、保持フレーム１２０は
昇降フレーム１１０に連結されて堅固に固定される。
　このように、保持フレーム１２０は、昇降フレーム１１０に対して着脱自在に形成され
ているため、ワークＷの種類（大きさ、輪郭等の異なるワーク）に応じた保持フレーム１
２０と交換することで、種々のワークＷを取り扱うことができ、又、昇降フレーム１１０
を兼用して保持フレーム１２０のみ交換すればよいため、交換作業も簡単に行うことがで
きる。
【００３０】
　昇降駆動ユニット２００は、図３、図５、図６に示すように、回転テーブル２０の側壁
２４に固定されて上下方向Ｚに伸長する２つのガイドレール２１０、回転テーブル２０の
内部に配置されて上下方向Ｚに伸長するボールねじ２２０、ボールねじ２２０を回転駆動
するモータ２３０、ボールねじ２２０に螺合されると共に側壁２４のスリット２４ａ（図
６参照）を通して保持ユニット１００の昇降フレレーム１１０に連結されたナット部材２
４０等を備えている。ここでは、ボールねじ２２０、モータ２３０、及びナット部材２４
０により、昇降フレーム１１０を昇降させる駆動力を及ぼす駆動機構が構成されている。
尚、駆動機構としては、空気圧又は油圧シリンダ、その他の機構を採用することができる
。
【００３１】
　すなわち、モータ２３０の回転駆動力により、ボールねじ２２０が一方向に回転すると
、ナット部材２４０を介して昇降フレーム１１０（すなわち保持ユニット１００）が下降
させられ、一方、ボールねじ２２０が他方向に回転すると、ナット部材２４０を介して昇
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降フレーム１１０（すなわち保持ユニット１００）が上昇させられるようになっている。
　このように、駆動機構（ボールねじ２２０、モータ２３０、ナット部材２４０の一部）
が回転テーブル２０の内部に配置されているため、保持ユニット１００（の昇降フレーム
１１０）がガイドレール２１０に沿って昇降自在にガイドされる際に、保持ユニット１０
０（昇降フレーム１１０及び保持フレーム１２０）の昇降動作に対して障害となるものを
昇降領域から排除することができ、それ故に、保持ユニット１００が駆動機構等と干渉す
るのを確実に防止して、円滑な昇降動作を保証することができる。
【００３２】
　固定ユニット３００は、図３ないし図６に示すように、ワークＷに対して当接及び離脱
し得るように移動自在に支持された当接部材３１０、当接部材３１０をワークＷから離脱
させる方向に付勢力（ここでは、引張り力）を及ぼす付勢部材３２０、当接部材３１０を
ワークＷに押し付ける押付方向及びその押し付けを解除する解除方向に移動自在に支持さ
れた押付部材３３０、回転テーブル２０の側壁２４に固定されると共に保持ユニット１０
０の上昇動作に連動して押付部材３３０を押付方向に移動させかつ保持ユニット１００の
下降動作に連動して押付部材３３０を解除方向に移動させるカム作用を及ぼすカム部材３
４０等を備えている。
【００３３】
　当接部材３１０は、図６に示すように、保持フレーム１２０に設けられており、保持部
１２１に保持されたワークＷに対して当接及び離脱し得るように、開口部１２２の中心を
通る直線方向に移動自在に支持されている。
　付勢部材３２０は、図６に示すように、保持フレーム１２０に設けられており、保持部
１２１に保持されたワークＷから当接部材１２５を離脱させる方向に付勢力（引張り力）
を及ぼすように形成されている。
　押付部材３３０は、図３、図４、図６に示すように、昇降フレーム１１０の下面におい
て保持部１１２ｅにより移動自在に保持され、その一端側において上方に伸長して長孔１
１２ｂを貫通する押付ピン３３１、その他端側において水平方向に伸長して後述するカム
部材３４０のカム溝３４３に挿入されるフォロワピン３３２等を有する。
【００３４】
　カム部材３４０は、図３ないし図６に示すように、下端部３４１が昇降フレーム１１０
（のスライダ部１１１）に形成された開口部１１１ｂを通り抜けて回転テーブル２０の側
壁２４に固定され、上端部３４２が昇降フレーム１１０（のホルダ部１１２）に形成され
た開口部１１２ａを通り抜けできるように自由端部として形成され、下方から斜め上方に
伸長するカム溝３４３を画定している。
　カム溝３４３は、押付部材３３０のフォロワピン３３２を受け入れ、保持ユニット１０
０の上昇動作に連動して押付部材３３０を押付方向（当接部材３１０をワークＷに押し付
ける方向）に移動させ、かつ、保持ユニット１００の下降動作に連動して押付部材３３０
を解除方向（当接部材３１０をワークＷに押し付けるのを解除する方向）に移動させるカ
ム作用を及ぼすように形成されている。
　上記構成においては、付勢部材３２０、押付部材３３０、及びカム部材３４０により、
保持ユニット１００の上昇動作に連動して当接部材３１０をワークＷに押し付けかつ保持
ユニット１００の下降動作に連動して当接部材３１０によるワークＷの押し付けを解除す
る連動機構が構成されている。
【００３５】
　このように、保持ユニット１００の昇降動作により、カム部材３４０が押付部材３３０
にカム作用を及ぼすことで、押付部材３３０が当接部材３１０を押し付けてワークＷを固
定し又押付部材３３０が当接部材３１０の押し付けを解除してワークＷを解放することが
できる。したがって、特別な検出手段を採用することなく、構造の簡素化を達成しつつ、
ワークＷの押し付けと解除のタイミングを所定のタイミングで高精度に設定することがで
きる。また、当接部材３１０及び付勢部材３２０が保持フレーム１２０に支持されるため
、ワークＷの種類に応じて保持フレーム１２０を用意する場合に、ワークＷに応じた最適
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な形状の当接部材３１０を採用することができる。
【００３６】
　上記構成をなすワーク移載装置Ｍの動作について、図９Ａ及び図９Ｂを参照しつつ説明
する。
　先ず、保持ユニット１００が上昇した所定高さ位置にあるとき、図９Ａに示すように、
ワークＷは保持ユニット１００の保持部１２１に保持され、かつ、固定ユニット３００の
当接部材３１０により押し付けられて所定の保持位置に固定（移動しないように保持）さ
れている。
　続いて、昇降駆動ユニット２００の下降駆動により、保持ユニット１００が下降し始め
ると、その下降動作に連動して、固定ユニット３００（の当接部材３１０）による固定が
解除される。
【００３７】
　そして、保持ユニット１００がさらに下降して所定高さ位置に至ると、図９Ｂに示すよ
うに、ワークＷは処理テーブル３０の載置部３１に保持され、保持フレーム１００（の保
持部１２１）はワークＷから離脱してさらに下降した停止位置に停止する。これにより、
ワークＷは、保持ユニット１００から離脱して処理テーブル３０上に移載される。
　その後、処理テーブル３０上において、ワークＷに対して所定の処理が施される。
【００３８】
　一方、所定の処理が終了する、ワークＷは処理テーブル３０から保持ユニット１００に
移載される。すなわち、昇降駆動ユニット２００の上昇駆動により、保持ユニット１００
が上昇し始めて所定高さ位置に至ると、保持ユニット１００（の保持部１２１）がワーク
Ｗを保持して処理テーブル３０（の載置部３１）から持ち上げ、その後、その上昇動作に
連動して、固定ユニット３００（の当接部材３１０）が保持部１２１上に保持されたワー
クＷを押し付けて固定する。
　そして、保持ユニット１００は、図９Ａに示すように、さらに上昇して元の高さ位置に
停止する。
【００３９】
　このように、保持ユニット１００の昇降動作及び固定ユニット３００の固定及び解除動
作だけで、ワークＷを保持ユニット１００から処理テーブル３０上に移載し、又、処理が
済んだワークＷを処理テーブル３０上から持ち上げて保持ユニット１００上に移載するこ
とができるため、構造の簡素化、装置の小型化、移載に要する時間の短縮化等を達成する
ことができる。
　また、回転テーブル２０とは別個に設けられた処理テーブル３０上でワークＷに所定の
処理を施すことができるため、回転テーブル２０上で処理を施す場合に比べて回転テーブ
ル２０を簡素化することができる。
【００４０】
　次に、上記ワーク移載装置Ｍを採用した処理システムの処理動作について、図１、図９
Ａ及び図９Ｂを参照しつつ説明する。
　先ず、処理エリアＡ１において、保持ユニット１００が所定高さ位置まで下降した状態
において、作業者により、図９Ｂに示すように、ワークＷが処理テーブル３０（の載置部
３１）上にセットされる。
　その後、保持ユニット１００が所定高さ位置まで上昇すると、図９Ａに示すように、ワ
ークＷは処理テーブル３０から持ち上げられて保持ユニット１００（の保持部１２１）に
保持されると共に、その上昇動作に連動して、固定ユニット３００が固定動作を行い、ワ
ークＷがその保持位置に固定される。
　その後、回転テーブル２０が所定の角度（略６０度）だけ回転すると、ワークＷは次の
処理エリアＡ２に搬送される。
【００４１】
　続いて、処理エリアＡ２において、保持ユニット１００が所定高さ位置まで下降すると
、その下降動作に連動して、固定ユニット３００が固定の解除動作を行い、図９Ｂに示す
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ように、ワークＷは処理テーブル３０（の載置部３１）上に移載される。
　そして、処理エリアＡ２に配置された所定の処理ユニット（不図示）により、ワークＷ
に対して所定の処理が施される。
　処理が終了すると、保持ユニット１００が所定高さ位置まで上昇し、図９Ａに示すよう
に、ワークＷは処理テーブル３０から持ち上げられて保持ユニット１００（の保持部１２
１）に保持されると共に、その上昇動作に連動して、固定ユニット３００が固定動作を行
い、ワークＷがその保持位置に固定される。
　その後、回転テーブル２０が所定の角度（略６０度）だけ回転すると、ワークＷは次の
処理エリアＡ３に搬送される。
【００４２】
　そして、処理エリアＡ３～処理エリアＡ６においては、前述同様に、保持ユニット１０
０の昇降動作により、保持ユニット１００から処理テーブル３０上へのワークＷの移載、
処理テーブル３０上に移載されたワークＷに対する所定の処理、処理テーブル３０から保
持ユニット１００への処理済みのワークＷの移載、回転テーブル２０の回転によりワーク
Ｗの搬送が順次に行われて、全ての処理が終了したワークＷは合格品（ＯＫ品）と不合格
品（ＮＧ品）とに分別されて、搬送ライン４０から搬出される。
【００４３】
　ここで、処理対象となるワークＷが異なる種類であっても対応できるように、ワークＷ
の種類（サイズ、形状等）に応じた保持フレーム１２０及び載置部３１を予め準備してお
き、処理対象となるワークＷを変更する場合は、保持フレーム１２０及び載置部３１も、
そのワークＷに対応したものに交換される。
【００４４】
　上記の処理システムによれば、回転テーブル２０には、周方向に配列して設けられた複
数（６個）の保持ユニット１００、各々の保持ユニット１００に対応して昇降駆動ユニッ
ト２００及び固定ユニット３００が設けられているため、回転テーブル２０の周りに複数
の処理テーブル３０が配置される状態で、回転テーブル２０を所定の角度刻みで回転駆動
し、又、保持ユニット１００を昇降駆動すると共に固定ユニット３００によるワークＷの
固定動作及びその解除動作を行うことで、複数のワークＷに対して同時に複数の処理を施
すことができる。
　また、保持ユニット１００の昇降動作及び固定ユニット３００の固定及び解除動作だけ
で、ワークＷを保持ユニット１００から処理テーブル３０上に移載し、又、処理が済んだ
ワークＷを処理テーブル３０上から持ち上げて保持ユニット１００上に移載することがで
きるため、構造の簡素化、装置の小型化、移載に要する時間の短縮化等を達成することが
でき、さらに、回転テーブル２０上から外れた処理テーブル３０上でワークＷに所定の処
理を施すことができるため、回転テーブル２０上で処理を施す場合に比べて回転テーブル
２０を簡素化することができる。
　上記実施形態においては、回転テーブル２０に対して６個のワーク移載装置Ｍを設け、
その個数に対応して６個の処理テーブル３０（及び処理エリアＡ１～Ａ６）を配置した場
合を示したが、これに限定されるものではなく、５個以下あるいは７個以上のワーク移載
装置Ｍ及び処理テーブル３０を配置してもよい。
【００４５】
　図１０Ａは、本発明に係るワーク移載装置を備えた処理システムの他の実施形態を示す
ものである。この実施形態においては、図１０Ａに示すように、搬送機構として、天井か
ら吊るされた軌道に沿って間欠的に送り駆動されるコンベアユニット４００を採用したも
のである。
　コンベアユニット４００は、図１０Ａに示すように、処理エリアの上方領域に配設され
た軌道４０１、軌道４０１に沿って移動する可動コンベア４０２、可動コンベア４０２に
対して所定間隔をおいて垂下するように連結された垂下フレーム４０３等を備えている。
　垂下フレーム４０３には、それぞれ、保持ユニット１００が取り付けられている。そし
て、それぞれの保持ユニット１００に対応して、昇降駆動ユニット２００及び固定ユニッ
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ト３００が設けられている。
　昇降駆動ユニット２００は、垂下フレーム４０３に対して設けられている。
　すなわち、複数の保持ユニット１００が、コンベアユニット４００の一側部に沿うよう
に配置され、又、複数の処理テーブル３０が、コンベアユニット４００の一側部に沿うよ
うに配置されている。
　ここで、軌道４０１としては、図１０Ａに示すような直線軌道の他に、曲線軌道、楕円
軌道等を採用することができる。
【００４６】
　この実施形態においても、前述同様に、保持ユニット１００の昇降動作及び固定ユニッ
ト３００の固定及び解除動作だけで、ワークＷを保持ユニット１００から処理テーブル３
０上に移載し、又、処理が済んだワークＷを処理テーブル３０上から持ち上げて保持ユニ
ット２００上に移載することができるため、構造の簡素化、装置の小型化、移載に要する
時間の短縮化等を達成することができ、又、コンベアユニット４００とは別個に設けられ
た処理テーブル３０上でワークＷに所定の処理を施すことができるため、コンベアユニッ
ト４００上で処理を施す場合に比べてコンベアユニット４００を簡素化できる。
【００４７】
　　図１０Ｂは、本発明に係るワーク移載装置を備えた処理システムのさらに他の実施形
態を示すものである。この実施形態においては、図１０Ｂに示すように、搬送機構として
、床面に設置された軌道に沿って間欠的に送り駆動されるコンベアユニット４００´を採
用したものである。
　コンベアユニット４００´は、図１０Ｂに示すように、処理エリアの床面に配設された
軌道４０１´、軌道４０１´に沿って移動する可動コンベア４０２´、可動コンベア４０
２´等を備えている。
　可動コンベア４０２´の側壁には、所定の間隔をおいて複数の保持ユニット１００が取
り付けられている。また、それぞれの保持ユニット１００に対応して昇降駆動ユニット２
００及び固定ユニット３００が設けられている。
　昇降駆動ユニット２００は、可動コンベア４０２´の側壁に設けられている。
　すなわち、複数の保持ユニット１００が、コンベアユニット４００´の一側部に沿うよ
うに配置され、又、複数の処理テーブル３０が、コンベアユニット４００´の一側部に沿
うように配置されている。
　ここで、軌道４０１´としては、図１０Ｂに示すような直線軌道の他に、曲線軌道、楕
円軌道等を採用することができる。
【００４８】
　この実施形態においても、前述同様に、保持ユニット１００の昇降動作及び固定ユニッ
ト３００の固定及び解除動作だけで、ワークＷを保持ユニット１００から処理テーブル３
０上に移載し、又、処理が済んだワークＷを処理テーブル３０上から持ち上げて保持ユニ
ット２００上に移載することができるため、構造の簡素化、装置の小型化、移載に要する
時間の短縮化等を達成することができ、又、コンベアユニット４００´とは別個に設けら
れた処理テーブル３０上でワークＷに所定の処理を施すことができるため、コンベアユニ
ット４００´上で処理を施す場合に比べてコンベアユニット４００´を簡素化できる。
【００４９】
　上記実施形態においては、ワークＷを保持する保持ユニットとして、昇降フレーム１１
０に対して保持フレーム１２０が着脱できる保持ユニット１００を示したが、これに限定
されるものではなく、昇降フレーム１１０に対して保持フレーム１２０が一体的に形成さ
れていてもよい。
　上記実施形態においては、固定ユニットとして、保持ユニット１００の昇降動作に連動
してワークＷの固定動作及び解除動作を行うものを示したが、これに限定されるものでは
なく、保持ユニット１００以外の動作に連動するように構成されてもよい。
【産業上の利用可能性】
【００５０】
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　以上述べたように、本発明のワーク移載装置は、構造の簡素化、装置の小型化、低コス
ト化、移載に要する時間の短縮化等を達成しつつ、搬送機構により間欠的に搬送されるワ
ークを搬送方向に沿って配置された処理テーブルとの間で受け渡し及び受け取りを行うこ
とができるため、ワークとして比較的に重量物を取り扱う機械分野において適用できるの
は勿論のこと、ワークとして比較的に軽量物を取り扱う電子機器分野においても有用であ
り、その他のワークを取り扱う分野においても有用である。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８Ａ】

【図８Ｂ】

【図９Ａ】 【図９Ｂ】



(17) JP WO2009/110072 A1 2009.9.11

【図１０Ａ】

【図１０Ｂ】
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